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ハラスメント防止規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、公益財団法人日本野球連盟（以下、「当連盟」という。）において禁止

するハラスメント（以下、「ハラスメント」という。）を定義し、ハラスメントが絶対

にあってはならず当連盟もこれを一切容認しないこと、及びハラスメントを行った

者に対しては監督権、管理権ないし懲戒権等をもって厳正に対処する方針を明確化

し、これを周知・啓発し、さらに必要な措置・対応を定め、もってハラスメントを防

止することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 当連盟において禁止するハラスメントは、以下の各号に定めるものをいう。 

① セクシャルハラスメントとは、当連盟の役職員等により職場等において性的

な言動等が行われ、又は当該性的な言動等により対象者の就業環境が害される

こと（そのおそれがある場合も含む。）をいい、同性に対するものも含まれる(以

下、本号に該当する行為を「セクハラ」という。)。 

② パワーハラスメントとは、当連盟の役職員等により職場等において行われる

優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えた

ものにより対象者の就業環境が害されること（そのおそれがある場合も含む。）

をいう。(以下、本号に該当する行為を「パワハラ」という。) 

③ マタニティハラスメント等とは、当連盟の役職員等により職場等において、対

象者に対して妊娠、出産等をしたこと、若しくは妊娠、出産、育児休業又は介護

休業等に関する制度・措置の利用を理由とした不利益な取り扱いを示唆するこ

と、又はこれらに関する言動により、当該対象者の就業環境が害されること（そ

のおそれがある場合も含む。）をいう。(以下、本号に該当する行為を「マタハラ

等」という。) 

④ その他ハラスメントとは、前各号に準じる行為をいう。 

２ 前項にいう「当連盟の役職員等」は、以下の各号に定める者を含む。 

① 当連盟の役職員の全て 

② 当連盟が使用する派遣労働者 

③ 当連盟で就労する業務委託契約者 

３ 第１項にいう「対象者」は、以下の各号に定める者を含む。 

① 当連盟の役職員の全て 

② 当連盟が使用する派遣労働者 

③ 当連盟で就労する業務委託契約者 
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④ 当連盟と取引関係等一定の関係を有する会社等の関係者（第１号から第３号

の「当連盟」を「当連盟と取引関係等一定の関係を有する会社等」に読み替えた

場合の労働者を含むが、これに限られない。） 

⑤ その他前号に準じる関係にあると当連盟が認めた者（就職活動中の候補者を

含むが、これに限られない。） 

４ 第１項第１号にいう「性的な言動等」とは、第１項にいう「性的な言動等」とは、

性的な内容の発言及び性的な行動、又はこれらに類似した内容の発言及び行動を指

す。「これらに類似した内容の発言及び行動」には、性別役割分担意識に基づく言動

等が含まれる。 

５ 第１項第２号にいう「優越的な関係」とは、職務上の地位という関係のみならず、

業務上必要な知識・経験・スキルなど、何らかの形で優位な立場にあるという関係も

含む。 

６ 第１項第２号にいう「業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの」とは、社会通念に

照らし、当該行為が明らかに業務上の必要性がない、又はその態様が相当でないもの

であることをいう。 

７ 第１項第２号にいうパワハラ等には下記各号の行為の類型を含む。 

① 隔離・仲間外し・無視等人間関係からの切り離しを行うこと 

② 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害等を行う

こと 

③ 業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じること

や仕事を与えないこと 

④ 私的なことに過度に立ち入ること 

 

（禁止行為等） 

第３条 当連盟の役職員等は、職場等においてハラスメントに該当する行為をしてはなら

ない。 

２ 当連盟の役職員等は、職場等においてハラスメントに該当する行為が行われてい

ることを確認したときは、次条第３項に定める相談窓口への申出や役員への報告等

の対応をしなければならない。 

３ 当連盟の監督若しくは管理の地位にある者は、ハラスメントに該当する行為が行

われていることを確認したときは、当該行為を中止させ、その発生のおそれがあると

きは防止しなければならない。 

 

（相談及び苦情への対応） 

第４条 ハラスメントに関する相談及び苦情処理の相談窓口をコンプライアンス相談受付

窓口（以下、「相談窓口」という。）とする。 



3 

 

２ 事務局長は、ハラスメント防止のため責任をもって対応するとともに、相談窓口担

当者に対し相談対応に必要な研修を行うものとする。 

３ 当連盟の役職員等は、以下に定める方法により、ハラスメントに関する相談を相談

窓口の担当者に申し出ることができる（以下、相談窓口に申し出た者を「相談者」と

いう。）。ただし、相談窓口に相談できない特別な事情がある場合には、専務理事が別

途定めた第三者機関に相談することができる。 

① 相談窓口への申出は、原則として就業時間外にしなければならない。ただし、

緊急を要するやむを得ない場合は、就業時間中においても申し出ることができ

る。 

② 前号の相談の申出は、既に当連盟で一定の判断がなされた事案と同内容のも

のである場合等、正当な理由がある場合は受け付けないことがある。 

４ 当連盟は、前項に基づき相談を受けた場合、相談者の心理状況に配慮したうえで、

次に定める対応を実施する。 

① 相談窓口担当者は相談者からの事実確認の後、事務局長へ報告する。 

② 前号の報告に基づき、事務局長は調査の要否を判断する。 

③ 前号において調査の必要があると判断した場合、事務局長は相談者のプライ

バシーに配慮した上で必要に応じて行為者、被害者、その他の役職員等に事実関

係を聴取する。なお、事務局長は、必要に応じ、相談窓口担当者に調査を依頼し、

又は調査の協力を要請することができる。 

５ 前項第３号の聴取を求められた役職員等は、正当な理由なくこれを拒むことはで

きない。 

６ 第４項に基づく調査の結果として第２条第１項各号に定める行為が認められた場

合、当連盟は以下の措置を講じることがある。 

① 第２条第２項第１号に該当する者に対し、以下の対応とする 

(1) 管理権・監督権に基づく対応 

(2) 就業規則に基づく懲戒処分 

② 第２条第２項第２号に該当する者に対し、監督権に基づく対応、派遣元会社に

是正を求める等の対応 

③ 第２条第２項第３号に該当する者に対し、発注者として受注者に対して指図

を通じて是正を求める等の対応 

④ 第３条第３項に反して適切に監督権・管理権を行使しなかった者に対し、就業

規則に基づく懲戒処分 

７ 事務局長は、問題解決のための措置が必要であると判断した場合、被害者の労働条

件及び就業環境を改善するために必要な措置を講じることができる。 

８ 相談及び苦情への対応に当たっては、関係者のプライバシーを保護するよう努め

るとともに、相談をしたこと又は事実関係の確認に協力したこと等を理由として不



4 

 

利益な取扱いを行ってはならない。 

 

（再発防止等） 

第５条 事務局長は、ハラスメント事案が生じた時は、再発防止策の実施の要否を判断する。 

２ 再発防止策を実施する場合、事務局長は、その判断に応じ、この規程の周知の再徹

底及び研修の実施、事案発生の原因の分析等の措置を講じなければならない。 

 

（附則） 

第６条 この規程は、2023（令和５）年３月１日より施行する。 


